
岐阜工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

－611－ 

選択的評価事項Ａ 

 研究活動の状況 

 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備さ

れ，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 

(a) 研究体制 

本校専任教員の学科毎の所属を資料Ａ－1－①－１に示す。 

(資料Ａ－１-①-１)    

 
  教員現員配置表 (H18.5.1 現在)  

 

科  目 教授 助教授 講 師 助 手 計 

 校   長  1       1 

人文 4 7 2   13 一 般

科 自然 5 3 1   9 

専門基礎 3 2     5 

機械工学科 3 5 1 2 11 

電気情報工学科 4 4 2 2 12 

電子制御工学科 5 4   2 11 

環境都市工学科 5 3 1 1 10 

専 門

学科 

建築学科 3 4 2 1 10 

合  計 33 32 9 8 82 

                  (出典 財務施設委員会資料) 

各教員の研究内容は本校シーズ集(資料Ａ－１－①－２)一部に掲げられている。専門学科教

員は各自の研究分野に関する卒業研究，特別研究の指導を行う。個々の教員が企業や地方自治体な

ど行う共同研究や受託研究の多くは，学生に実社会のニーズを体験・研究させて教育効果を高める

ため，卒業研究や専攻科特別研究に取込まれて実施される。 

また一般科目教員を含め，専任教員の多数が教育のＩＴ化その他の教育方法改善に関する研究に

取組んでいる。 

本校では，国や県などによる大型研究プロジェクトに積極的に応募するよう努めており，これら

のプロジェクト研究はその都度，研究チームを編成して実施される(資料Ａ－１－①－３)。 
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(資料Ａ－１-①-２) 

シーズ集（一部） 

 

 

 

 (出典 岐阜工業高等専門学校シーズ集簡易版) 
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(資料Ａ－１-①-３) 

岐阜工業高等専門学校におけるプロジェクト研究(平成１７年度) 

 

現代的教育ニーズ取組支援プログラム(現代ＧＰ)：文部科学省 

「単位互換を伴う実践型講義配信事業」 (岐阜・群馬・鈴鹿高専教員有志) 

「創発的なものづくりリテラシー教育活動－マイコン教材によるロボット技術（ＲＴ）の啓発を目的とした地域貢献－」 

 (本校教員有志，地域の企業および教育関係者) 

プロジェクト創出研究会：岐阜県研究開発財団 

「環境負荷低減型リサイクル技術の構築に関する研究会（地域に根ざした木質バイオマス利用の研究）」 

 (本校教員有志および地域の企業関係者) 

平成１７年度「電源地域における雇用促進対策調査事業」：経済産業省 

「岐阜工業高等専門学校を核とした地域企業の若手技術者への現場技術教育に関する調査」 

 (テクノ委員会) 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 
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(b) 研究支援体制 

本校では，平成１６年度の独立法人化を期に研究活動の推進・支援のため，新たに研究主事を置

き，その下にテクノ委員会とメディア委員会を配置して，これらを統括的に運営する体制を構築し

た(資料Ａ－１－①－４)。 

 (資料Ａ－１－①－４) 

 
(出典 庶務課資料) 
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(b-1) テクノ委員会 

テクノ委員会には３つの部門が設けられている。科学技術相談室は資料Ａ－１－①－５に示す事

項を取り扱うもので，科学技術相談部門がこれを運営している。同部門では，本校の知的財産の取

扱いについても審議する。 

                              (資料Ａ－１－①－５) 

(出典 ホームページ) 

地域共同テクノ部門は，資料Ａ－１－①－６に示す事柄を取り扱う。同部門では現在，地域との

共同研究推進の拠点となる地域技術開発・教育センター「匠工房ぎふ(仮称)」の設置を目指してい

る。 

 (資料Ａ－１－①－６) 

(出典 ホームページ) 

実習工場部門は資料Ａ－１－①－７に示す事項を取り扱う。とりわけ研究用実験装置などの製作

を通して，研究活動を下支えしている。 

 テクノ委員会は，以上の３部門が取扱う事項について連絡・調整することで，３部門を統括的・

合理的に機能させ，また，地域連携の観点を踏まえて教育・研究活動を支援する。 

また，本校と地域企業や自治体，教育機関との連携調整のために，校長の下にコーディネーター

及び岐阜高専フェローを配置した(資料Ａ－１－①－８，資料Ａ－１－①－９)。 
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(資料Ａ－１－①－７) 

 
(出典 ホームページ) 
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(資料Ａ－１－①－８) 

コーディネーターに関する要項 

 

 

(出典 ホームページ) 
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(資料Ａ－１－①－９) 

フェロー制度に関する実施要項 

 

 

(出典 ホームページ) 

 

(b-2) メディア委員会 

メディア委員会は活字メディアを中心とする図書館部門と，電子メディアによる支援を行う情報処

理センター部門，そして情報処理機能や情報通信ネットワーク機能の企画・運用を担当するＩＴ戦略

企画部門から成る。メディア委員会はこれら３部門間の連絡・調整及び重要事項の審議を行うことで

３部門を統括的に機能させ，学術情報および情報機能提供の観点から，教育・研究活動を支援する。 

 

(b-3) 地域連携協定の締結 

 さらに本校は，近隣の岐阜市及び本巣市と地域連携協定を締結している。本巣市との間に締結し

た協定書を資料Ａ－１－①－１０に示す。また近隣地域の５つの銀行と地域連携協定を締結して地域

の企業とのパイプ役を担当していただいている。(資料Ａ－１－①－１１) 
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(資料Ａ－１－①－１０) 

 本巣市との連携協定書 

 

 

(出典 庶務課資料) 

 

 以上のような組織から構成されるテクノ委員会は活動報告を提出し，地域の有識者が参画する本校

外部評価の参与会（前述資料１１－２－①－１）において活動状況の点検を受ける。 
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(資料Ａ－１－①－１１) 

岐阜工業高等専門学校地域連携協定締結先 

区分 締結先 締結時期 備考 

 岐阜市  平成１５年８月 岐阜大学と共同で締結 
市町村 

 本巣市  平成１８年１月   

 西濃信用金庫  平成１７年３月   

 大垣共立銀行  平成１７年３月   

 岐阜信用金庫  平成１７年９月   

 十六銀行  平成１７年１０月   

金融機関 

 関信用金庫  平成１７年１０月   

 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

 

（出典 平成１７年１月１８日岐阜新聞朝刊） 

 



岐阜工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

－621－ 

 

 

 

（出典 平成１７年３月１７日岐阜新聞朝刊） 

 

(c) 研究支援活動 

 具体的な研究支援活動としては， 

① 地域の産官学の技術者・研究者による講演会，情報交換会（岐阜高専テクノシンポジウム）の開

催，および各種技術展示会での展示活動 

② 地域との連携活動，および地域に密着した研究テーマの調査と産業創出研究の推進 

③ 地域の産業界等からの技術相談の受入れと共同研究・受託研究の推進 

④ 研究過程で発生する知的財産の審査などの取扱い 

⑤ 地域産業界の若手人材育成に関する調査と教育体制の整備，および若者の「ものづくり」への関

心を高める事業， 

などを行っている。 

 

①については，本校の産官学交流懇談会「テクノシンポジウム2005」のプログラムを資料Ａ－１－

①－１２に示す。本校テクノシンポジウム2005には１４７名の参加者を得た。資料Ａ－１－①－１３

に研究に関する広報活動を示す。多数の展示活動を行うことで市民や地域企業の注目を集めた。また，

本校教員の研究内容をまとめたシーズ集を発行している(資料Ａ－１－①－２)。 

②に関して，資料Ａ－１－①－１４に地域の行政組織および銀行との連携活動の状況を示す。とり
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わけ，本校と地域連携協定を締結した地域銀行５行を通してニーズとシーズのマッチングを図ってい

ることが本校の特徴である。また本巣市および岐阜市へは行政に係る共同研究実施や各種委員会に委

員を派遣している。資料の中に示すように，県の産業創出研究募集に応募して，地域企業からの参加

者を交えた研究会を実施し，地域に密着した研究テーマの調査と産業創出研究を推進している。 

 

 

資料Ａ－１－①－１２ 

 

 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 
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資料Ａ－１－①－１３ 

岐阜高専の各種展示会出展および講習会等参加状況（平成１７年度） 

主催者  催し物名称 

内閣府  第４回産学官連携推進会議 

岐阜県  ＩＴシティメッセｉｎＧｉｆｕ 7/14・15 

河川環境メッセｉｎ岐阜 7/14・15 

     サイエンスキャンプ２００５ 奥川雅之助教授 指導 7/27・28  

岐阜市  岐阜地域大学・高専情報発信コーナー2005 11/14～11/19 

     岐阜地域産学官連携交流会 2/27 

羽島市  企画展『ロボット展＆キャリア教育』12/16～12/25 

県工業会 ものづくり岐阜テクノフェア２００５ 9/30～10/2 

第２回技術交流会 臼井敏男教授 講演 11/29 

 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

資料Ａ－１－①－１４ 

地域の行政関連機関との連携活動(平成１７年度) 

○岐阜県との連携活動の内容 

・岐阜県岐阜県研究開発財団 

知的クラスター創成事業   岐阜・大垣地域「ロボティック先端医療クラスター」に参画 

プロジェクト創出研究会  「環境負荷低減型リサイクル技術の構築に関する研究会 -地域に根ざし

た木質バイオマス利用の研究-」を実施 

・ソフトピアジャパン，ＶＲテクノ 共同研究の推進(インキュベートルームの利用) 

・岐阜県産業・経済振興センター 「平成１８年度高等専門学校等を活用した中小企業人材育成事業」 

                (中小企業庁募集)の管理法人を依頼。 

○本巣市との連携活動の内容 

・ 受託研究 環境都市工学科 和田教授，角野助手 

・ 各種委員会への委員派遣，公開講座の実施，出前授業の講師派遣，広報及び会場提供等の支援 

○岐阜市との連携活動の内容 

・ 岐阜地域産学官連携交流会参加 

・ 岐阜市ＩＴ産業戦略検討委員会委員派遣 

○地域銀行との連携活動  

・ 産学連携技術相談・情報交換会 加藤浩三教授 講演 11/28 (十六銀行) 

・ 産学官「ＩＴ」リレーセミナーＩＮ高山 臼井敏男教授講演 1/27 (大垣共立銀行) 

・ 三学連携 技術相談・情報交換会 柴田良一助教授 3/9 (十六銀行)  

○岐阜県下の各種産業・経済関連団体との連携活動の内容 

・ 岐阜県工業会    産学官連携推進懇談会，技術交流会 

・ 岐阜県経営者協会  ＡＩ講習会，ＩＴ人材育成講座開催 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 
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③に関しては，資料Ａ－１－①－１５に示すように，これらの活動を受けて科学技術に関する相

談が多数寄せられている。 

資料Ａ－１－①－１５ 

科学技術相談件数    平成16年度 16件  平成17年度 15件 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

④については，科学技術相談室が知的財産についての審査を行っている。資料Ａ－１－①－１６に，

平成１７年度の知的財産に関する啓蒙活動と，平成16～17年度に取り扱った知的財産の件数を示す。 

 

 

 

資料Ａ－１－①－１６ 

 

○知的財産講演会の開催実績(平成１７年度) 

第２回特許セミナー 7/20  参加者 52人  

第３回特許セミナー 9/21  参加者 28人  

 

○平成16年度から平成17年度に取り扱った知的財産(特許)の件数 

      届出件数   職務発明とみなした件数  高専機構に譲渡した件数 

平成16年度  ７件        ６件          ６件 

平成17年度  ８件        ８件          ８件  

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

⑤については，経済産業省の「平成１７年度電源地域における雇用促進対策調査事業」に応募し，

調査活動を行った。これは本校ＯＢによる人材育成支援を目指して，地域の企業が必要とする教育

ニーズを調査したもので，３００件を超えるアンケート回答を整理し，近隣都市の企業からの高い

期待と同時に，本校ＯＢから多様な教育支援の申出を受取った。この結果を受けて県の産業経済振

興センターと協議し，同センターに管理法人を依頼して経済産業省の「平成１８年度高等専門学校

等を活用した中小企業人材育成事業」に応募した。 

また，現代ＧＰの地域貢献（地元密着型）に応募して，「創発的ものづくりリテラシー教育活動

－マイコン教材によるロボット技術（ＲＴ）の啓発を目的とした地域貢献－」を推進している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 以上のように，本校専任教員の全ては，各自の専門分野の研究若しくは教育改善の研究など何らか

の研究活動を実施しており，その内容は本校シーズ集に掲げられている。また，大型研究予算を獲

得する努力がなされ，研究チームを編成して実施されている。 

 また，研究支援を効果的に実施するために研究主事が置かれ，その下に科学技術相談部門，地域共

同テクノ部門，実習工場部門から成るテクノ委員会と，図書館部門，情報処理センター部門，ＩＴ戦

略企画部門から成るメディア委員会が置かれ，これらの組織が統括的に運営されている。また，地元

本巣市や岐阜市および地域銀行５行と連携協定を締結して，さらにコーディネーター及びフェローを
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配置することで，地域連携を促進する体制になっている。 

 具体的な研究支援活動としては， 

① 産官学情報交換の場として岐阜高専テクノシンポジウムが毎年開催されるとともに，各種技術

展示会での積極的な展示活動や教員の研究シーズ集を発行することで，市民および企業や行政関

係者の注目を集めている。 

② 地元の本巣市や岐阜市，地域銀行５行と連携協定を結び，地域に密着した研究テーマの調査と

産業創出研究が推進されるほか，多数の連携活動が実施されている。 

③ 地域の産業界からの技術相談の受入れが盛んで，共同研究・受託研究が増加している。 

④ 知的財産の啓蒙活動が積極的に行われており，特許申請件数も多い。 

⑤ 地域産業界の人材育成に関する調査やものづくりリテラシー教育の体制が整備され，活発な活

動が行われている。 

このように，地域と連携して教育を発展させるための研究支援組織が整備されており，かつ，地域

連携活動が精力的に推進されている。これらの活動の評価は，本校外部評価である参与会で行われる。 

なお，本校にはいわゆる「地域共同テクノセンター」が設置されておらず，上記の諸活動は各教員

の研究室など従来の施設や外部の施設を借用して行われており，地域の企業や市民，行政等と共に活

動する場が整っていない。このため，地域共同テクノセンターの早急の設置が望まれる。 
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観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

 

（観点に係る状況）  

 (a) 研究活動の状況 

平成１３～１７年度の研究関連活動の件数を資料Ａ－１－②－１に示す。科学研究費獲得件数は，

2001年度から４年間，全国高専１位を維持してきた。毎年，科学研究費獲得に向けて説明会を開催し

て申請を促しており，平成１７年度は５５件を申請した。さらに文部科学省が推進する現代的教育ニ

ーズ取組支援プログラムに応募し，平成１６年度には群馬及び鈴鹿高専と共同で１件，１７年度には

本校単独で１件の採択を得た。また，経済産業省の平成１７年度電源地域における雇用促進対策調査

事業に応募して採択された。また前述のように科学技術相談はかなりの数が寄せられており，これに

伴い共同研究，受託研究の件数も増加している。 

資料Ａ－１－②－１ 

 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

教員が学会等に発表する研究成果は，毎年，紀要に記録される。資料Ａ－１－②－２に示すように

教員一人あたりの発表件数は毎年２．５件以上に達している。また，専攻科学生による発表も資料Ａ

－１－②－３に示すように多数行われている。 

このように教員の研究活動は盛んで，平成１７年度国立高専機構主催教育教員研究集会で発表した

２名は，文部科学大臣賞および高専機構理事長賞を受賞した(資料Ａ－１－②－４)。 
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資料Ａ－１－②－２ 

 

(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

資料Ａ－１－②－３ 

 
(出典 平成１７年度テクノ委員会活動報告) 

 

資料Ａ－１－②－４ 

＊各賞受賞者 

文部科学大臣賞【教育研究分野】 

  発表者：亀山 太一 （岐阜高専） 

  論文名：全高専のためのＷＥＢ英単語学習システムの開発 

機構理事長賞【教育研究分野】 

  発表者：柴田 良一（岐阜高専） 

  論文名：地域の計算リソースを活用したグリッドシステムの開発に関する基礎的研究 

－岐阜グリッドプロジェクトにおける実証実験－ 

(出典 平成１７年度国立高専機構主催教育教員研究集会 Web Site より抜粋) 
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(b) 研究成果による教育の改善 

 これについては，基準９の観点９－１－⑥に詳しく説明した。教職員個々が行う研究は教職員個々

の専門分野に係る学問の進展の把握に寄与すると同時に，卒業研究，特別研究としてその一部が実施

されることで，学生の学習・研究内容を最新の社会状況に適合したものにする。これにより学生の視

野の拡大と創造意欲の向上に貢献している。また，現代ＧＰ採択の２件(資料Ａ－１－②－５，資料

Ａ－１－②－６)は，教育方法の改善に関するものであり，直接，教育の改善に寄与している。 

また，文部科学大臣賞を受賞した「全国高専のためのＷＥＢ英単語学習システムの開発」で開発さ

れた英単語語彙リストCOCET3300は，全国高専および理工系大学学生の英単語力の増進に大きく寄与

している。 

 

（ｃ）地域と共に発展する道 

研究活動による地域との連携・発展は始まったばかりであるが，すでにその兆しが現れ始めている。

経済産業省の「高専等を活用した中小企業人材育成事業」では岐阜県産業労働部の積極的な支援を得

て，県の経済産業振興センターに管理法人を依頼している。この事業により岐阜県下の産業人材を育

成すること，また現代ＧＰ採択の事業(資料Ａ－１－②－６)を通して若者のものづくりへの関心を高

めることは，岐阜県のものづくり産業の活性化に繋がるものと期待できる。 

 



岐阜工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

－629－ 

資料Ａ－１－②－５ 

  
（出典 本校ホームページ 平成 1６年度採択現代ＧＰ採択事業） 
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資料Ａ－１－②－６ 

  

                  （出典 本校ホームページ） 

 

（分析結果とその根拠理由） 

教員個々の専門分野に関する研究は盛んで，科学研究費の獲得件数は2001年度から４年間，全国高

専１位を維持した。毎年科学研究費説明会を開催しており，多数が申請する。多数寄せられる科学技

術相談の多くは共同研究，受託研究につながっている。 

教員一人あたりの研究発表の件数は年２．５件以上に達しており，専攻科学生の指導に生かされて

いる。さらに教育方法に関する研究が活発に行われており，現代ＧＰに２件採択される一方，平成１

７年度国立高専教育教員研究集会において，本校教員が文部科学大臣賞および高専機構理事長賞を受

賞するなど，着実に成果を上げている。 

教職員が行う研究は教育内容を時代に即したものにしており，学生の視野の拡大と創造意欲の向上

に貢献している。また現代ＧＰ採択の２件および英語教員による英単語学習システムは，直接，教育

の改善に寄与している。 

研究活動による地域との連携については，経済産業省の「高専等を活用した中小企業人材育成事

業」を通して県下の産業人材の育成と，また，現代ＧＰ採択事業による若者のものづくりへの関心を

高めることなどにより，岐阜県のものづくり産業の活性化が期待される。 
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観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備

され，機能しているか。 

（観点に係る状況）  

共同研究，受託研究については科学技術相談室部門にて，「校務に支障無く実施できること」，

「学生への教育効果」などについて審査し，受入れの可否を決定している。専攻科の特別研究テーマ

は事前に学生に提示して，選択できる体制を設けている。 

このようにして実施された研究成果は，図書館部門で毎年発行する紀要に取纏められる。また研究

活動，研究支援活動の概要についてはテクノ委員会報告として纏められ，これらは本校外部評価の参

与会にて報告され，点検を受ける。また学生は意見箱へ投書することが出来るが，現在のところ研究

関連の意見は見当たらない。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 研究活動および地域貢献活動は，平成１６年度の独立法人化を期に正式に業務に組み入れられたも

のであり，それに合わせて機動的な研究支援システムを整備し，実施している。しかし現在は，研究

活動の活性化に力を入れているところであり，研究活動の自己点検，外部審査の機能はまだ十分に整

備されていない。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

研究主事の下にテクノ委員会，メディア委員会を設け，その中に各種活動の部門を配置した研究支

援組織はコンパクトに整備されており，機動的に活動している様子がうかがわれる。 

科学研究費や現代ＧＰその他大型プロジェクトの獲得，多数の研究成果，教員研究集会での複数の

受賞などに見られるように，教職員の研究活動は活発である。 

 

（改善を要する点）  

研究支援活動についてはテクノ委員会が自己点検し，参与会で審査を受けるのみであり，システム

としてはまだ十分に整備されておらず，例えば教員による評価・意見を吸収するシステムなどの整備

が必要である。 

研究活動を効率的に推進するために，地域共同テクノセンター(地域技術開発・教育センター「匠

工房ぎふ」)の設置が強く望まれる。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

(ａ) 研究体制 

 本校専任教員は全員が何らかの研究活動を実施している。また大型研究プロジェクトが複数獲得

され，組織的に実施されている。 

(ｂ) 研究支援体制と活動 

研究支援体制は系統的に組織され，統括的に運営されている。また地元本巣市や地域銀行５行と連

携協定を締結し，さらにコーディネーター及びフェローを配置することで，地域との連携が促進され

る体制となっている。 

研究支援活動としては，次の事柄が行われている。 

①岐阜高専テクノシンポジウム開催をはじめ，各種展示会等に積極的な活動を活発に行っている。 

②地域に密着したテーマの研究調査が行われ，多数の連携活動が推進されている。 

③技術相談は盛んで，共同研究・受託研究が年々増加している。 

④知的財産の啓蒙活動が積極的に行われ，特許申請件数も多い。 

⑤地域の人材育成やものづくり教育の体制が整備されつつあり，活発な活動が行われている。 

なお，「地域共同テクノセンター」が未設置で，地域の企業や市民，行政の方々と共に活動する場

が整っていないため，地域共同テクノセンターの設置が望まれる。 

(ｃ) 研究活動の状況としては， 

①科学研究費補助金には多数が申請しており，獲得件数は高いレベルで推移している。 

②科学技術相談は多数寄せられており，共同研究，受託研究獲得につながっている。 

③教員一人あたりの研究発表件数も多く，専攻科学生の指導に生かされている。 

④現代ＧＰに２件採択されるなど，教育方法に関する研究が活発に行われている。 

⑤平成１７年度国立高専教育教員研究集会において２名が受賞するなど，成果を上げている。 

これらは教育内容を時代に即したものにしており，学生の視野拡大と創造意欲向上に貢献している。 

(ｄ) 研究活動による地域との連携については， 

①「高専等を活用した中小企業人材育成事業」による県下の産業人材の育成， 

②現代ＧＰ採択の事業による，ものづくりへの関心の若者の育成 
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を通して，岐阜県のものづくり産業の活性化が期待される。 

(ｅ) 研究活動等の改善ための体制整備 

研究活動，研究支援活動を評価する本校外部評価として参与会が設けられており，機能することが

期待できる。ただしこれについては平成１６年度の独立法人化を期に組立てられたもので，研究活動

の自己点検，外部審査の機能はまだ十分に整備されていない。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 

 目的の達成状況が良好である。 

 

根拠 

個別の専門分野については個々の教員に負うところが大きいが，大型研究プロジェクトを獲得する

ことで多数の教員が連携する体制が築かれている。また研究推進体制はコンパクトで機動的に整備さ

れ，活発に活動している。研究活動も積極的に行われており，科学研究費獲得件数について高いレベ

ルを維持し，文部科学大臣賞を受賞するなどの成果を上げている。このことは学生教育の改善に役立

っている。また大型プロジェクトを通して地域産業活性化への活動が始まりつつある。ただし，研究

活動の自己点検，外部審査機能の整備については今後の課題である。 

 

 

 


